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 情報提供用  

  個人情報が掲載されている議案については、当該個人情報に係る部分を省略し、又は加工して

いるため、内容の一部、ページ番号又は目次が議案書の原本と異なっている場合があります。 
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議案第３７号 

上尾市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する

基準を定める条例等の一部を改正する条例の制定について 

上尾市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準

を定める条例等の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和３年２月１９日提出 

上尾市長  畠 山  稔 

上尾市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する

基準を定める条例等の一部を改正する条例 

（上尾市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基

準を定める条例の一部改正） 

第１条 上尾市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関す

る基準を定める条例（平成２４年上尾市条例第３３号）の一部を次のよう

に改正する。 

目次中「 第４節 運営に関する基準（第１９６条―第２０２条）」を

「 第４節 運営に関する基準（第１９６条―第２０２条） 

第１０章 雑則（第２０３条）            」 

第３条中第３項を第５項とし、第２項の次に次の２項を加える。 

３ 指定地域密着型サービス事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止

等のため、必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修

を実施する等の措置を講じなければならない。 

４ 指定地域密着型サービス事業者は、指定地域密着型サービスを提供す

るに当たっては、法第１１８条の２第１項に規定する介護保険等関連情

報その他必要な情報を活用し、適切かつ有効に行うよう努めなければな

らない。 

第６条第４項ただし書中「同一敷地内の」を「同一敷地内にある」に改

め、同条第５項第１号中「をいう。」の次に「第４７条第４項第１号及び」

を加え、同項第２号中「をいう」の次に「。第４７条第４項第２号におい

て同じ」を加え、同項第３号中「をいう」の次に「。第４７条第４項第３

号において同じ」を加え、同項第４号中「をいう」の次に「。第４７条第

４項第４号において同じ」を加え、同項第５号中「をいう。」の次に「第

に改める。 
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４７条第４項第５号、」を加え、同項第６号中「をいう。」の次に「第４

７条第４項第６号、」を加え、同項第７号中「をいう。」の次に「第４７

条第４項第７号、」を加え、同項第８号中「をいう。」の次に「第４７条

第４項第８号及び」を加え、同条第６項ただし書中「定期巡回・随時対応

型訪問介護看護事業所」を「指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

所」に改め、同条第７項中「前項」を「前項本文」に改める。 

第２６条第２項中「介護支援専門員」の次に「（法第７条第５項に規定

する介護支援専門員をいう。以下同じ。）」を加える。 

第３１条中第８号を第９号とし、第７号の次に次の１号を加える。 

(8) 虐待の防止のための措置に関する事項 

第３２条に次の１項を加える。 

５ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、適切な指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護の提供を確保する観点から、職場において

行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上

必要かつ相当な範囲を超えたものにより定期巡回・随時対応型訪問介護

看護従業者の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等

の必要な措置を講じなければならない。 

第３２条の次に次の１条を加える。 

（業務継続計画の策定等） 

第３２条の２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、感染症

や非常災害の発生時において、利用者に対する指定定期巡回・随時対応

型訪問介護看護の提供を継続的に実施するため、及び非常時の体制で早

期の業務再開を図るための計画（以下この条において「業務継続計画」

という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、定期巡回・随時対

応型訪問介護看護従業者に対し、業務継続計画について周知するととも

に、必要な研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、定期的に業務継続

計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うものとす

る。 
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第３３条に次の１項を加える。 

３  指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、当該指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業所において感染症が発生し、又はまん

延しないように、次に掲げる措置を講じなければならない。 

(1) 当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所における感染症

の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会の会議をおお

むね６月に１回以上開催するとともに、その結果について、定期巡

回・随時対応型訪問介護看護従業者に周知徹底を図ること。この場合

において、当該委員会の会議は、テレビ電話装置その他の情報通信機

器（以下「テレビ電話装置等」という。）を活用して行うことができ

るものとする。 

(2) 当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所における感染症

の予防及びまん延の防止のための指針を整備すること。 

(3) 当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所において、定期

巡回・随時対応型訪問介護看護従業者に対し、感染症の予防及びまん

延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施すること。 

第３４条に次の１項を加える。 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、前項に規定する事

項を記載した書面を当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所

に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させることによ

り、同項の規定による掲示に代えることができる。 

第３９条第１項に後段として次のように加える。 

この場合において、介護・医療連携推進会議の会議は、利用者若しく

はその家族（以下この項において「利用者等」という。）が参加しない

場合又は利用者等が参加する場合であってテレビ電話装置等の活用につ

いて当該利用者等の同意を得られたときは、テレビ電話装置等を活用し

て行うことができるものとする。 

第４０条の次に次の１条を加える。 

（虐待の防止） 

第４０条の２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、虐待の

発生又はその再発を防止するため、次に掲げる措置を講じなければなら
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ない。 

(1) 当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所における虐待の

防止のための対策を検討する委員会の会議を定期的に開催するととも

に、その結果について、定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者に

周知徹底を図ること。この場合において、当該委員会の会議は、テレ

ビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。 

(2) 当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所における虐待の

防止のための指針を整備すること。 

(3) 当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所において、定期

巡回・随時対応型訪問介護看護従業者に対し、虐待の防止のための研

修を定期的に実施すること。 

(4) 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

第４７条第１項第１号中「専ら」及び「とする。」を削り、同号ただし

書を削り、同項第２号中「とする。」を削り、同項第３号中「専ら」及び

「とする。」を削り、同号ただし書を削り、同条に次の５項を加える。 

３ オペレーターは、専らその職務に従事する者でなければならない。た

だし、利用者の処遇に支障がない場合は、当該指定夜間対応型訪問介護

事業所の定期巡回サービス、同一敷地内にある指定訪問介護事業所若し

くは指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の職務又は利用者以

外の者からの通報を受け付ける業務に従事することができる。 

４ 指定夜間対応型訪問介護事業所の同一敷地内にある次に掲げるいずれ

かの施設等がある場合において、当該施設等の入所者等の処遇に支障が

ないときは、前項本文の規定にかかわらず、当該施設等の職員をオペレ

ーターとして充てることができる。 

(1) 指定短期入所生活介護事業所 

(2) 指定短期入所療養介護事業所 

(3) 指定特定施設 

(4) 指定小規模多機能型居宅介護事業所 

(5) 指定認知症対応型共同生活介護事業所 

(6) 指定地域密着型特定施設 

(7) 指定地域密着型介護老人福祉施設 
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(8) 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所 

(9) 指定介護老人福祉施設 

 (1 0 ) 介護老人保健施設 

 (11 ) 指定介護療養型医療施設  

 (1 2 ) 介護医療院 

５ 随時訪問サービスを行う訪問介護員等は、専ら当該随時訪問サービス

の提供に当たる者でなければならない。ただし、利用者の処遇に支障が

ない場合は、当該指定夜間対応型訪問介護事業所の定期巡回サービス又

は同一敷地内にある指定訪問介護事業所若しくは指定定期巡回・随時対

応型訪問介護看護事業所の職務に従事することができる。 

６ 当該指定夜間対応型訪問介護事業所の利用者に対するオペレーション

センターサービスの提供に支障がない場合は、第３項本文及び前項本文

の規定にかかわらず、オペレーターは、随時訪問サービスに従事するこ

とができる。 

７ 前項の規定によりオペレーターが随時訪問サービスに従事している場

合において、当該指定夜間対応型訪問介護事業所の利用者に対する随時

訪問サービスの提供に支障がないときは、第１項の規定にかかわらず、

随時訪問サービスを行う訪問介護員等を置かないことができる。 

 第４８条ただし書中「同一敷地内の」を「同一敷地内にある」に改める。 

第５５条中第８号を第９号とし、第７号の次に次の１号を加える。 

(8) 虐待の防止のための措置に関する事項 

第５６条第２項ただし書中「随時訪問サービスについては」を「指定夜

間対応型訪問介護事業所が、適切に指定夜間対応型訪問介護を利用者に提

供する体制を構築しており」に、「との連携」を「又は指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護事業所（以下この項において「指定訪問介護事業所

等」という。）との密接な連携」に、「当該他の指定訪問介護事業所の訪

問介護員等」を「市長が地域の実情を勘案し適切と認める範囲内において、

指定夜間対応型訪問介護の事業の一部を、当該他の指定訪問介護事業所等

の従業者」に改め、同条第３項を次のように改める。 

３ 前項本文の規定にかかわらず、オペレーションセンターサービスにつ

いては、市長が地域の実情を勘案し適切と認める範囲内において、複数
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の指定夜間対応型訪問介護事業所の間の契約に基づき、当該複数の指定

夜間対応型訪問介護事業所が密接な連携を図ることにより、一体的に利

用者又はその家族等からの通報を受けることができる。 

第５６条に次の１項を加える。 

５ 指定夜間対応型訪問介護事業者は、適切な指定夜間対応型訪問介護の

提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的

な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたも

のにより夜間対応型訪問介護従業者の就業環境が害されることを防止す

るための方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 

第５７条に次の１項を加える。 

２ 指定夜間対応型訪問介護事業者は、指定夜間対応型訪問介護事業所の

所在する建物と同一の建物に居住する利用者に対して指定夜間対応型訪

問介護を提供する場合には、当該建物に居住する利用者以外の者に対し

ても指定夜間対応型訪問介護の提供を行うよう努めなければならない。 

第５９条中「第３３条から」を「第３２条の２から」に、「、第４０条

及び第４１条」を「及び第４０条から第４１条まで」に、「第３３条第１

項及び第３４条」を「第３２条の２第２項、第３３条第１項並びに第３項

第１号及び第３号、第３４条第１項並びに第４０条の２第１号及び第３号」

に改める。 

第５９条の１２中第１０号を第１１号とし、第９号の次に次の１号を加

える。 

 (1 0 ) 虐待の防止のための措置に関する事項 

第５９条の１３第３項に後段として次のように加える。 

この場合において、当該指定地域密着型通所介護事業者は、全ての地

域密着型通所介護従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専

門員、介護保険法施行令第３条第１項各号に掲げる者等の資格を有する

者その他これに類する者を除く。）に対し、認知症介護に係る基礎的な

研修を受講させるために必要な措置を講じなければならない。 

第５９条の１３に次の１項を加える。 

４ 指定地域密着型通所介護事業者は、適切な指定地域密着型通所介護の

提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的
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な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたも

のにより地域密着型通所介護従業者の就業環境が害されることを防止す

るための方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 

第５９条の１５に次の１項を加える。 

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、前項に規定する訓練の実施に当た

って、地域住民の参加が得られるよう連携に努めなければならない。 

第５９条の１６第２項中「必要な措置を講ずるよう努めなければならな

い」を「、次に掲げる措置を講じなければならない」に改め、同項に次の

各号を加える。 

(1) 当該指定地域密着型通所介護事業所における感染症の予防及びまん

延の防止のための対策を検討する委員会の会議をおおむね６月に１回

以上開催するとともに、その結果について、地域密着型通所介護従業

者に周知徹底を図ること。この場合において、当該委員会の会議は、

テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。 

(2) 当該指定地域密着型通所介護事業所における感染症の予防及びまん

延の防止のための指針を整備すること。 

(3) 当該指定地域密着型通所介護事業所において、地域密着型通所介護

従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練

を定期的に実施すること。 

第５９条の１７第１項に後段として次のように加える。 

この場合において、運営推進会議の会議は、利用者若しくはその家族

（以下この項において「利用者等」という。）が参加しない場合又は利

用者等が参加する場合であってテレビ電話装置等の活用について当該利

用者等の同意を得られたときは、テレビ電話装置等を活用して行うこと

ができるものとする。 

第５９条の２０中「第２８条」の次に「、第３２条の２」を、「第３８

条まで」の次に「、第４０条の２」を加え、「「定期巡回・随時対応型訪

問介護看護従業者」とあるのは「地域密着型通所介護従業者」と、第３４

条」を「同項、第３２条の２第２項、第３４条第１項並びに第４０条の２

第１号及び第３号」に改める。 

第５９条の２２中「第２８条」の次に「、第３２条の２」を、「第３８
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条まで」の次に「、第４０条の２」を加え、「第３４条において」を「第

３４条第１項において」に、「第３４条中」を「第３２条の２第２項、第

３４条第１項並びに第４０条の２第１号及び第３号中」に、「及び第５９

条の１３第３項」を「、第５９条の１３第３項及び第４項並びに第５９条

の１６第２項第１号及び第３号」に改める。 

第５９条の３６中「次に」を「、次に」に改め、第９号を第１０号とし、

第８号の次に次の１号を加える。 

(9) 虐待の防止のための措置に関する事項 

第５９条の３８第１項に後段として次のように加える。 

 この場合において、当該委員会の会議は、テレビ電話装置等を活用し

て行うことができるものとする。 

第５９条の４０中「第２８条」の次に「、第３２条の２」を、「第３８

条まで」の次に「、第４０条の２」を加え、「第３４条中」を「第３２条

の２第２項、第３４条第１項並びに第４０条の２第１号及び第３号中「定

期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「療養通所介護従業

者」と、第３４条第１項中」に改め、「、「定期巡回・ 随時対応型訪問

介護看護従業者」とあるのは「療養通所介護従業者」と」を削り、「第５

９条の１３第３項」の次に「及び第４項並びに第５９条の１６第２項第１

号及び第３号」を加える。 

第６４条第１項中「又は施設」の次に「（第６６条第１項において「本

体事業所等」という。）」を加える。 

第６５条第２項中「第８２条第７項」の次に「、第１１０条第９項」を

加える。 

第６６条第１項ただし書を次のように改める。 

ただし、共用型指定認知症対応型通所介護事業所の管理上支障がない

場合は、次の各号に掲げるいずれかの職務に従事することができるもの

とする。 

(1) 当該共用型指定認知症対応型通所介護事業所の他の職務（当該職務

に従事した場合において、共用型指定認知症対応型通所介護事業所の

管理上支障がない場合にあっては、当該職務及び同一敷地内にある他

の本体事業所等の職務） 
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(2) 同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務 

第７３条中第１０号を第１１号とし、第９号の次に次の１号を加える。 

 (1 0 ) 虐待の防止のための措置に関する事項 

第８０条中「第２８条」の次に「、第３２条の２」を、「第３８条まで」

の次に「、第４０条の２」を、「規程」と、」の次に「同項、第３２条の

２第２項、第３４条第１項並びに第４０条の２第１号及び第３号中」を加

え、「第３４条中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」を「第５

９条の１３第３項及び第４項並びに第５９条の１６第２項第１号及び第３

号中「地域密着型通所介護従業者」に改める。 

第８２条第６項の表当該指定小規模多機能型居宅介護事業所に中欄に掲

げる施設等のいずれかが併設されている場合の項中「指定地域密着型介護

老人福祉施設」の次に「、指定介護老人福祉施設、介護老人保健施設」を

加え、同表当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の同一敷地内に中欄に

掲げる施設等のいずれかがある場合の項中「指定認知症対応型通所介護事

業所、指定介護老人福祉施設又は介護老人保健施設」を「指定認知症対応

型通所介護事業所又は指定認知症対応型通所介護事業所」に改める。 

第８３条第１項ただし書中「同一敷地内の」を「同一敷地内にある」に

改め、同条第２項中「第１９２条第１項」を「第１９２条第１項本文」に

改め、同条第３項中「第１１１条第２項」を「第１１１条第３項」に改め

る。 

第８７条に後段として次のように加える。 

 この場合において、当該サービス担当者会議の会議は、利用者若しく

はその家族（以下この条において「利用者等」という。）が参加しない

場合又は利用者等が参加する場合であってテレビ電話装置等の活用につ

いて当該利用者等の同意を得られたときは、テレビ電話装置等を活用し

て行うことができるものとする。 

第１００条中第１０号を第１１号とし、第９号の次に次の１号を加える。 

 (1 0 ) 虐待の防止のための措置に関する事項 

第１０８条中「第２８条」の次に「、第３２条の２」を加え、「、第４

１条」を「から第４１条まで」に改め、「規程」と、」の次に「同項、第

３２条の２第２項、第３４条第１項並びに第４０条の２第１号及び第３号
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中」を加え、「、第３４条中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」

とあるのは「小規模多機能型居宅介護従業者」と」を削り、「第５９条の

１３第３項」の次に「及び第４項並びに第５９条の１６条第２項第１号及

び第３号」を加える。 

第１１０条第１項中「除く。）をいう」の次に「。以下この項において

同じ」を加え、同項に次のただし書を加える。 

ただし、当該指定認知症対応型共同生活介護事業所の有する共同生活

住居の数が３である場合において、当該共同生活住居が全て同一の階に

おいて隣接し、介護従業者が円滑な利用者の状況把握及び速やかな対応

を行うことが可能な構造である場合であって、当該指定認知症対応型共

同生活介護事業者による安全対策が講じられ、利用者の安全性が確保さ

れていると認められるときは、夜間及び深夜の時間帯に指定認知症対応

型共同生活介護事業所ごとに置くべき介護従業者の員数は、夜間及び深

夜の時間帯を通じて２以上の介護従業者に夜間及び深夜の勤務を行わせ

るために必要な数以上とすることができる。 

第１１０条第５項中「共同生活住居」を「指定認知症対応型共同生活介

護事業所」に改め、同条中第１０項を第１１項とし、第９項を第１０項と

し、第８項の次に次の１項を加える。 

９ 第７項本文の規定にかかわらず、サテライト型指定認知症対応型共同

生活介護事業所（指定認知症対応型共同生活介護事業所であって、指定

居宅サービス事業等その他の保健医療又は福祉に関する事業について３

年以上の経験を有する指定認知症対応型共同生活介護事業者により設置

される当該指定認知症対応型共同生活介護事業所以外の指定認知症対応

型共同生活介護事業所であって当該指定認知症対応型共同生活介護事業

所に対して指定認知症対応型共同生活介護の提供に係る支援を行うもの

（次条第２項及び第１２１条において「本体事業所」という。）との密

接な連携の下に運営されるものをいう。以下同じ。）については、介護

支援専門員である計画作成担当者に代えて、厚労省告示第５号に掲げる

研修を修了している者を置くことができる。 

第１１１条中第２項を第３項とし、第１項の次に次の１項を加える。 

２ 前項本文の規定にかかわらず、共同生活住居の管理上支障がない場合
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は、サテライト型指定認知症対応型共同生活介護事業所における共同生

活住居の管理者は、本体事業所における共同生活住居の管理者をもって

充てることができる。 

第１１３条第１項中「又は２」を「以上３以下（サテライト型指定認知

症対応型共同生活介護事業所にあっては、１又は２）」に改め、同項ただ

し書を削る。 

第１１７条第７項第１号に後段として次のように加える。 

この場合において、当該委員会の会議は、テレビ電話装置等を活用

して行うことができるものとする。 

第１１７条第８項中「外部の者による」を「次に掲げるいずれかの」に

改め、同項に次の各号を加える。 

(1) 外部の者による評価 

(2) 第１２８条において準用する第５９条の１７第１項に規定する運営

推進会議における評価 

第１２１条中「指定地域密着型サービス」の次に「（サテライト型指定

認知症対応型共同生活介護事業所の場合は、本体事業所が提供する指定認

知症対応型共同生活介護を除く。）」を加える。 

第１２２条中第８号を第９号とし、第７号の次に次の１号を加える。 

(8) 虐待の防止のための措置に関する事項 

第１２３条第３項に後段として次のように加える。 

 この場合において、当該指定認知症対応型共同生活介護事業者は、全

ての介護従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、介

護保険法施行令第３条第１項各号に掲げる者等の資格を有する者その他

これに類する者を除く。）に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受

講させるために必要な措置を講じなければならない。 

第１２３条に次の１項を加える。 

４ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、適切な指定認知症対応型共

同生活介護の提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言

動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範

囲を超えたものにより介護従業者の就業環境が害されることを防止する

ための方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 
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第１２８条中「第２８条」の次に「、第３２条の２」を加え、「、第４

１条」を「から第４１条まで」に改め、「規程」と、」の次に「同項、第

３２条の２第２項、第３４条第１項並びに第４０条の２第１号及び第３号

中」を加え、「、第３４条中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」

とあるのは「介護従業者」と」を削り、「第６章第４節」と」の次に「、

第５９条の１６第２項第１号及び第３号中「地域密着型通所介護従業者」

とあるのは「介護従業者」と」を加える。 

第１３８条第６項第１号に後段として次のように加える。 

 この場合において、当該委員会の会議は、テレビ電話装置等を活用

して行うことができるものとする。 

第１４５条中第９号を第１０号とし、第８号の次に次の１号を加える。 

(9) 虐待の防止のための措置に関する事項 

第１４６条第４項に後段として次のように加える。 

 この場合において、当該指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業

者は、全ての地域密着型特定施設従業者（看護師、准看護師、介護福祉

士、介護支援専門員、介護保険法施行令第３条第１項各号に掲げる者等

の資格を有する者その他これに類する者を除く。）に対し、認知症介護

に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じなければなら

ない。 

第１４６条に次の１項を加える。 

５ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、適切な指定地域密

着型特定施設入居者生活介護の提供を確保する観点から、職場において

行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上

必要かつ相当な範囲を超えたものにより地域密着型特定施設従業者の就

業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を

講じなければならない。 

第１４９条中「第２８条」の次に「、第３２条の２」を加え、「、第４

１条」を「から第４１条まで」に改め、「第３４条中「定期巡回・随時対

応型介護看護従業者」を「第３２条の２第２項、第３４条第１項並びに第

４０条の２第１号及び第３号中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業

者」に改め、「第７章第４節」と」の次に「、第５９条の１６第２項第１
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号及び第３号中「地域密着型通所介護従業者」とあるのは「地域密着型特

定施設従業者と」を加える。 

第１５１条第１項に次のただし書を加える。 

ただし、他の社会福祉施設等の栄養士又は管理栄養士との連携を図る

ことにより当該指定地域密着型介護老人福祉施設の効果的な運営を期待

することができる場合であって、入所者の処遇に支障がないときは、第

４号の栄養士又は管理栄養士を置かないことができる。 

第１５１条第１項第４号中「栄養士」の次に「又は管理栄養士」を加え、

同条第３項ただし書を次のように改める。 

   ただし、入所者の処遇に支障がない場合は、この限りでない。 

第１５１条第８項各号列記以外の部分中「栄養士」の次に「若しくは管

理栄養士」を加え、同項第１号中「栄養士」を「生活相談員、栄養士若し

くは管理栄養士」に改め、同項第２号から第４号までの規定中「栄養士」

の次に「若しくは管理栄養士」を加え、同条第１３項中「又は機能訓練指

導員により」を「若しくは管理栄養士又は機能訓練指導員により」に改め

る。 

第１５７条第６項第１号に後段として次のように加える。 

 この場合において、当該委員会の会議は、テレビ電話装置等を活用

して行うことができるものとする。 

第１５８条第６項に後段として次のように加える。 

この場合において、当該サービス担当者会議の会議は、入所者若しく

はその家族（以下この項において「入所者等」という。）が参加しない

場合又は入所者等が参加する場合であってテレビ電話装置等の活用につ

いて当該入所者等の同意を得られたときは、テレビ電話装置等を活用し

て行うことができるものとする。 

第１６３条の次に次の２条を加える。 

（栄養管理） 

第１６３条の２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者の栄養状態

の維持及び改善を図り、自立した日常生活を営むことができるよう、各

入所者の状態に応じた栄養管理を計画的に行わなければならない。 

（口腔
くう

衛生の管理） 
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第１６３条の３ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者の口腔の健

康の保持を図り、自立した日常生活を営むことができるよう、口腔衛生

の管理体制を整備し、各入所者の状態に応じた口腔衛生の管理を計画的

に行わなければならない。 

第１６８条中第８号を第９号とし、第７号の次に次の１号を加える。 

(8) 虐待の防止のための措置に関する事項 

第１６９条第３項に後段として次のように加える。 

 この場合において、当該指定地域密着型介護老人福祉施設は、全ての

従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、介護保険法

施行令第３条第１項各号に掲げる者等の資格を有する者その他これに類

する者を除く。）に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させる

ために必要な措置を講じなければならない。 

第１６９条に次の１項を加える。 

４ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、適切な指定地域密着型介護老人

福祉施設入所者生活介護の提供を確保する観点から、職場において行わ

れる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要

かつ相当な範囲を超えたものにより従業者の就業環境が害されることを

防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 

第１７１条第２項中「の各号」を削り、同項第１号に後段として次のよ

うに加える。 

この場合において、当該委員会の会議は、テレビ電話装置等を活用

して行うことができるものとする。 

第１７１条第２項第３号中「研修」の次に「並びに感染症の予防及びま

ん延の防止のための訓練」を加える。 

第１７５条第１項第３号に後段として次のように加える。 

この場合において、当該委員会の会議は、テレビ電話装置等を活用

して行うことができるものとする。 

第１７５条第１項に次の１号を加える。 

(4) 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

第１７７条中「第２８条」の次に「、第３２条の２」を、「第３８条」

の次に「、第４０条の２」を、「規程」と、」の次に「同項、第３２条の
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２第２項、第３４条第１項並びに第４０条の２第１号及び第３号中」を加

え、「、第３４条中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とある

のは「従業者」と」を削る。 

第１８０条第１項第１号ア (ｲ )ただし書中「おおむね１０人以下としなけ

ればならない」を「原則としておおむね１０人以下とし、１５人を超えな

いものとする」に改め、同号ア (ｳ )を次のように改める。 

    (ｳ ) １の居室の床面積等は、１０.６５平方メートル以上とするこ

と。ただし、 (ｱ )ただし書の場合にあっては、２１.３平方メート

ル以上とすること。 

  第１８２条第８項第１号に後段として次のように加える。 

この場合において、当該委員会の会議は、テレビ電話装置等を活用

して行うことができるものとする。 

第１８６条中第９号を第１０号とし、第８号の次に次の１号を加える。 

(9) 虐待の防止のための措置に関する事項 

第１８７条第４項に後段として次のように加える。 

 この場合において、当該ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設

は、全ての従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、

介護保険法施行令第３条第１項各号に掲げる者等の資格を有する者その

他これに類する者を除く。）に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を

受講させるために必要な措置を講じなければならない。 

第１８７条に次の１項を加える。 

５ ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、適切な指定地域密着

型介護老人福祉施設入居者生活介護の提供を確保する観点から、職場に

おいて行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって

業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより従業者の就業環境が害さ

れることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければ

ならない。 

第１８９条中「第２８条」の次に「、第３２条の２」を、「第３８条」

の次に「、第４０条の２」を、「規程」と、」の次に「同項、第３２条の

２第２項、第３４条第１項並びに第４０条の２第１号及び第３号中」を加

え、「、第３４条中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とある

-64-



 

 

のは「従業者」と」を削る。 

第１９１条第１１項ただし書中「前項各号」を「第７項各号」に改める。 

第２０２条中「第２８条」の次に「、第３２条の２」を加え、「、第４

１条」を「から第４１条まで」に改め、「規程」と、」の次に「同項、第

３２条の２第２項、第３４条第１項並びに第４０条の２第１号及び第３号

中」を加え、「、第３４条中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」

とあるのは「看護小規模多機能型居宅介護従業者」と」を削り、「第５９

条の１３第３項」の次に「及び第４項並びに第５９条の１６第２項第１号

及び第３号」を加える。 

本則に次の１章を加える。 

第１０章 雑則 

（電磁的記録等） 

第２０３条 指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型サービス

の提供に当たる者は、作成、保存その他これらに類するもののうち、こ

の条例の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副

本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情

報が記載された紙その他の有体物をいう。以下同じ。）で行うことが規

定されている又は想定されるもの（第１２条第１項（第５９条、第５９

条の２０、第５９条の２２、第５９条の４０、第８０条、第１０８条、

第１２８条、第１４９条、第１７７条、第１８９条及び第２０２条にお

いて準用する場合を含む。）、第１１５条第１項、第１３６条第１項及

び第１５５条第１項（第１８９条において準用する場合を含む。）並び

に次項に規定するものを除く。）については、書面に代えて、当該書面

に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては

認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機によ

る情報処理の用に供されるものをいう。）により行うことができる。 

２ 指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型サービスの提供に

当たる者は、交付、説明、同意、承諾、締結その他これらに類するもの

（以下「交付等」という。）のうち、この条例の規定において書面で行

うことが規定されている又は想定されるものについては、当該交付等の

相手方の承諾を得て、書面に代えて、電磁的方法（電子的方法、磁気的
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方法その他人の知覚によって認識することができない方法をいう。）に

よることができる。 

（上尾市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並

びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支

援の方法に関する基準を定める条例の一部改正） 

第２条 上尾市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運

営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的

な支援の方法に関する基準を定める条例（平成２４年上尾市条例第３４号）

の一部を次のように改正する。 

目次中「 第５節 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

「 第５節 介護予防のための効果的な支援 

第５章 雑則（第９１条） 

の方法に関する基準（第８７条―第９０条） 

                    」 

第３条中第３項を第５項とし、第２項の次に次の２項を加える。 

３ 指定地域密着型介護予防サービス事業者は、利用者の人権の擁護、虐

待の防止等のため、必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対

し、研修を実施する等の措置を講じなければならない。 

４ 指定地域密着型介護予防サービス事業者は、指定地域密着型介護予防

サービスを提供するに当たっては、法第１１８条の２第１項に規定する

介護保険等関連情報その他必要な情報を活用し、適切かつ有効に行うよ

う努めなければならない。 

 第８条第１項中「又は施設」の次に「（第１０条第１項において「本体

事業所等」という。）」を加える。 

 第９条第２項中「第４４条第７項」の次に「及び第７１条第９項」を加

える。 

第１０条第１項ただし書を次のように改める。 

ただし、共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の管理上支

障がない場合は、次の各号に掲げるいずれかの職務に従事することがで

きるものとする。 

(1) 当該共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の他の職務

（第８７条―第９０条）」を 

に改める。 
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（当該職務に従事した場合において、共用型指定介護予防認知症対応

型通所介護事業所の管理上支障がない場合にあっては、当該職務及び

同一敷地内にある他の本体事業所等の職務） 

(2) 同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務 

第２７条中第１０号を第１１号とし、第９号の次に次の１号を加える。 

 (1 0 ) 虐待の防止のための措置に関する事項 

第２８条第３項に後段として次のように加える。 

この場合において、当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、

全ての介護予防認知症対応型通所介護従業者（看護師、准看護師、介護

福祉士、介護支援専門員、介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２

号）第３条第１項各号に掲げる者等の資格を有する者その他これに類す

る者を除く。）に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるた

めに必要な措置を講じなければならない。 

 第２８条に次の１項を加える。 

４ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、適切な指定介護予防認

知症対応型通所介護の提供を確保する観点から、職場において行われる

性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ

相当な範囲を超えたものにより介護予防認知症対応型通所介護従業者の

就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置

を講じなければならない。 

第２８条の次に次の１条を加える。 

（業務継続計画の策定等） 

第２８条の２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、感染症や非

常災害の発生時において、利用者に対する指定介護予防認知症対応型通

所介護の提供を継続的に実施するため、及び非常時の体制で早期の業務

再開を図るための計画（以下この条において「業務継続計画」という。）

を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、介護予防認知症対応型

通所介護従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要

な研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、定期的に業務継続計画
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の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うものとする。 

第３０条に次の１項を加える。 

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、前項に規定する訓練の

実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努めなければな

らない。 

第３１条第２項中「必要な措置を講ずるよう努めなければならない」を

「、次に掲げる措置を講じなければならない」に改め、同項に次の各号を

加える。 

(1) 当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所における感染症の予

防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会の会議をおおむね

６月に１回以上開催するとともに、その結果について、介護予防認知

症対応型通所介護従業者に周知徹底を図ること。この場合において、

当該委員会の会議は、テレビ電話装置その他の情報通信機器（以下

「テレビ電話装置等」という。）を活用して行うことができるものと

する。 

(2) 当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所における感染症の予

防及びまん延の防止のための指針を整備すること。 

(3) 当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所において、介護予防

認知症対応型通所介護従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止

のための研修及び訓練を定期的に実施すること。 

第３２条に次の１項を加える。 

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、前項に規定する事項を

記載した書面を当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所に備え付

け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させることにより、同項

の規定による掲示に代えることができる。 

第３７条の次に次の１条を加える。 

（虐待の防止） 

第３７条の２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、虐待の発生

又はその再発を防止するため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

(1) 当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所における虐待の防止

のための対策を検討する委員会の会議を定期的に開催するとともに、
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その結果について、介護予防認知症対応型通所介護従業者に周知徹底

を図ること。この場合において、当該委員会の会議は、テレビ電話装

置等を活用して行うことができるものとする。 

(2) 当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所における虐待の防止

のための指針を整備すること。 

(3) 当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所において、介護予防

認知症対応型通所介護従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期

的に実施すること。 

(4) 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

第３９条第１項に後段として次のように加える。 

この場合において、運営推進会議の会議は、利用者若しくはその家族

（以下この項において「利用者等」という。）が参加しない場合又は利

用者等が参加する場合であってテレビ電話装置等の活用について当該利

用者等の同意を得られたときは、テレビ電話装置等を活用して行うこと

ができるものとする。 

第４４条第６項の表当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に

中欄に掲げる施設等のいずれかが併設されている場合の項中「指定地域密

着型介護老人福祉施設」の次に「、指定介護老人福祉施設、介護老人保健

施設」を加え、同表当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の同

一敷地内に中欄に掲げる施設等のいずれかがある場合の項中「、指定認知

症対応型通所介護事業所、指定介護老人福祉施設又は介護老人保健施設」

を「又は指定認知症対応型通所介護事業所」に改め、同条第７項中「もの

（以下」の次に「この章において」を加える。 

第４５条第３項中「（平成１０年政令第４１２号）」を削り、「第７２

条第２項」を「第７２条第３項」に改める。 

第４９条に後段として次のように加える。 

この場合において、当該サービス担当者会議の会議は、利用者若しく

はその家族（以下この条において「利用者等」という。）が参加しない

場合又は利用者等が参加する場合であってテレビ電話装置等の活用につ

いて当該利用者等の同意を得られたときは、テレビ電話装置等を活用し

て行うことができるものとする。 
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 第５７条中第１０号を第１１号とし、第９号の次に次の１号を加える。 

 (1 0 ) 虐待の防止のための措置に関する事項 

第６５条中「第２８条」の次に「、第２８条の２」を加え、「第３６条

まで、第３７条（第４項を除く。）から」を削り、「第３９条まで」の次

に「（第３７条第４項を除く。）」を加え、「規程」と、」の次に「同項、

第２８条第３項及び第４項、第２８条の２第２項、第３１条第２項第１号

及び第３号、第３２条第１項並びに第３７条の２第１号及び第３号中」を

加え、「、第２８条第３項及び第３２条中「介護予防認知症対応型通所介

護従業者」とあるのは「介護予防小規模多機能型居宅介護従業者」と」を

削る。 

第７１条第１項中「）をいう」の次に「。以下この項において同じ」を

加え、同項に次のただし書を加える。 

  ただし、当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所の有する

共同生活住居の数が３である場合において、当該共同生活住居が全て同

一の階において隣接し、介護従業者が円滑な利用者の状況把握及び速や

かな対応を行うことが可能な構造である場合であって、当該指定介護予

防認知症対応型共同生活介護事業者による安全対策が講じられ、利用者

の安全性が確保されていると認められるときは、夜間及び深夜の時間帯

に指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所ごとに置くべき介護従

業者の員数は、夜間及び深夜の時間帯を通じて２以上の介護従業者に夜

間及び深夜の勤務を行わせるために必要な数以上とすることができる。 

 第７１条第５項中「共同生活住居」を「指定介護予防認知症対応型共同

生活介護事業所」に改め、同条中第１０項を第１１項とし、第９項を第１

０項とし、第８項の次に次の１項を加える。 

９ 第７項本文の規定にかかわらず、サテライト型指定介護予防認知症対

応型共同生活介護事業所（指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業

所であって、指定居宅サービス事業等その他の保健医療又は福祉に関す

る事業について３年以上の経験を有する指定介護予防認知症対応型共同

生活介護事業者により設置される当該指定介護予防認知症対応型共同生

活介護事業所以外の指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所であ

って当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所に対して指定介
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護予防認知症対応型共同生活介護の提供に係る支援を行うもの（以下こ

の章において「本体事業所」という。）との密接な連携の下に運営され

るものをいう。以下同じ。）については、介護支援専門員である計画作

成担当者に代えて、厚労省告示第９号に掲げる研修を修了している者を

置くことができる。 

第７２条中第２項を第３項とし、第 1 項の次に次の１項を加える。 

２ 前項本文の規定にかかわらず、共同生活住居の管理上支障がない場合

は、サテライト型指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所におけ

る共同生活住居の管理者は、本体事業所における共同生活住居の管理者

をもって充てることができる。 

第７４条第１項中「又は２」を「以上３以下（サテライト型指定介護予

防認知症対応型共同生活介護事業所にあっては、１又は２）」に改め、同

項ただし書を削る。 

 第７８条第３項第１号に後段として次のように加える。 

この場合において、当該委員会の会議は、テレビ電話装置等を活用

して行うことができるものとする。 

 第７９条中「地域密着型介護予防サービス」の次に「（サテライト型指

定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所の場合は、本体事業所が提供

する指定介護予防認知症対応型共同生活介護を除く。）」を加える。 

 第８０条中第８号を第９号とし、第７号の次に次の１号を加える。 

(8) 虐待の防止のための措置に関する事項 

 第８１条第３項に後段として次のように加える。 

  この場合において、当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業

者は、全ての介護従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専

門員、介護保険法施行令第３条第１項各号に掲げる者等の資格を有する

者その他これに類する者を除く。）に対し、認知症介護に係る基礎的な

研修を受講させるために必要な措置を講じなければならない。 

第８１条に次の１項を加える。 

４ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、適切な指定介護予

防認知症対応型共同生活介護の提供を確保する観点から、職場において

行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上
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必要かつ相当な範囲を超えたものにより介護従業者の就業環境が害され

ることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければな

らない。 

 第８６条中「第２６条」の次に「、第２８条の２」を加え、「、第３７

条（第４項を除く。）、第３８条、第３９条（第５項」を「から第３９条

まで（第３７条第４項及び第３９条第５項」に改め、「規程」と、」の次

に「同項、第２８条の２第２項、第３１条第２項第１号及び第３号、第３

２条第１項並びに第３７条の２第１号及び第３号中」を加え、「、第３２

条中「介護予防認知症対応型通所介護従業者」とあるのは「介護従業者」

と」を削る。 

 第８７条第２項中「外部の者による」を「次に掲げるいずれかの」に改

め、同項に次の各号を加える。 

 (1) 外部の者による評価 

 (2 ) 前条において準用する第３９条第１項に規定する運営推進会議にお

ける評価 

本則に次の１章を加える。 

第５章 雑則 

（電磁的記録等） 

第９１条 指定地域密着型介護予防サービス事業者及び指定地域密着型介

護予防サービスの提供に当たる者は、作成、保存その他これらに類する

もののうち、この条例の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、

抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識する

ことができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下同じ。）

で行うことが規定されている又は想定されるもの（第１４条第１項（第

６５条及び第８６条において準用する場合を含む。）及び第７６条第１

項並びに次項に規定するものを除く。）については、書面に代えて、当

該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によ

っては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算

機による情報処理の用に供されるものをいう。）により行うことができ

る。 

２ 指定地域密着型介護予防サービス事業者及び指定地域密着型介護予防
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サービスの提供に当たる者は、交付、説明、同意、承諾その他これらに

類するもの（以下「交付等」という。）のうち、この条例の規定におい

て書面で行うことが規定されている又は想定されるものについては、当

該交付等の相手方の承諾を得て、書面に代えて、電磁的方法（電子的方

法、磁気的方法その他人の知覚によって認識することができない方法を

いう。）によることができる。 

（上尾市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支

援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める

条例の一部改正） 

第３条 上尾市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予

防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定

める条例（平成２６年上尾市条例第３８号）の一部を次のように改正する。 

 目次中「第６章 基準該当介護予防支援に関する基準（第３５条）」

「第６章 基準該当介護予防支援に関する基準（第３５条） 

第７章 雑則（第３６条）              」 

第４条に次の２項を加える。 

５ 指定介護予防支援事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のた

め、必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施

する等の措置を講じなければならない。 

６ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援を提供するに当たって

は、介護保険等関連情報その他必要な情報を活用し、適切かつ有効に行

うよう努めなければならない。 

第２０条中第６号を第７号とし、第５号の次に次の１号を加える。 

(6) 虐待の防止のための措置に関する事項 

第２１条に次の１項を加える。 

４ 指定介護予防支援事業者は、適切な指定介護予防支援の提供を確保す

る観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景

とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより担当

職員の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要

な措置を講じなければならない。 

第２１条の次に次の１条を加える。 

に改める。 を 
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（業務継続計画の策定等） 

第２１条の２ 指定介護予防支援事業者は、感染症や非常災害の発生時に

おいて、利用者に対する指定介護予防支援の提供を継続的に実施するた

め、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下この条

において「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従

い必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定介護予防支援事業者は、担当職員に対し、業務継続計画について

周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施しなければなら

ない。 

３ 指定介護予防支援事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、

必要に応じて業務継続計画の変更を行うものとする。 

第２３条の次に次の１条を加える。 

（感染症の予防及びまん延の防止のための措置） 

第２３条の２ 指定介護予防支援事業者は、当該指定介護予防支援事業所

において感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を

講じなければならない。 

(1) 当該指定介護予防支援事業所における感染症の予防及びまん延の防

止のための対策を検討する委員会の会議をおおむね６月に１回以上開

催するとともに、その結果について、担当職員に周知徹底を図ること。

この場合において、当該委員会の会議は、テレビ電話装置その他の情

報通信機器（以下「テレビ電話装置等」という。）を活用して行うこ

とができるものとする。 

(2) 当該指定介護予防支援事業所における感染症の予防及びまん延の防

止のための指針を整備すること。 

(3) 当該指定介護予防支援事業所において、担当職員に対し、感染症の

予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施すること。 

第２４条に次の１項を加える。 

２ 指定介護予防支援事業者は、前項に規定する事項を記載した書面を当

該指定介護予防支援事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に

自由に閲覧させることにより、同項の規定による掲示に代えることがで

きる。 
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第２９条の次に次の１条を加える。 

（虐待の防止） 

第２９条の２ 指定介護予防支援事業者は、虐待の発生又はその再発を防

止するため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

(1) 当該指定介護予防支援事業所における虐待の防止のための対策を検

討する委員会の会議を定期的に開催するとともに、その結果について、

担当職員に周知徹底を図ること。この場合において、当該委員会の会

議は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。 

(2) 当該指定介護予防支援事業所における虐待の防止のための指針を整

備すること。 

(3) 当該指定介護予防支援事業所において、担当職員に対し、虐待の防

止のための研修を定期的に実施すること。 

(4) 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

第３３条第９号に後段として次のように加える。 

 この場合において、当該サービス担当者会議の会議は、利用者若し

くはその家族（以下この号において「利用者等」という。）が参加し

ない場合又は利用者等が参加する場合であってテレビ電話装置等の活

用について当該利用者等の同意を得られたときは、テレビ電話装置等

を活用して行うことができるものとする。 

本則に次の１章を加える。 

第７章 雑則 

（電磁的記録等） 

第３６条 指定介護予防支援事業者及び指定介護予防支援の提供に当たる

者は、作成、保存その他これらに類するもののうち、この条例の規定に

おいて書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他

文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された

紙その他の有体物をいう。以下同じ。）で行うことが規定されている又

は想定されるもの（第１０条（第３５条において準用する場合を含む。）

及び第３３条第２６号（第３５条において準用する場合を含む。）並び

に次項に規定するものを除く。）については、書面に代えて、当該書面

に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては

-75-



 

 

認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機によ

る情報処理の用に供されるものをいう。）により行うことができる。 

２ 指定介護予防支援事業者及び指定介護予防支援の提供に当たる者は、

交付、説明、同意、承諾その他これらに類するもの（以下「交付等」と

いう。）のうち、この条例の規定において書面で行うことが規定されて

いる又は想定されるものについては、当該交付等の相手方の承諾を得て、

書面に代えて、電磁的方法（電子的方法、磁気的方法その他人の知覚に

よって認識することができない方法をいう。）によることができる。 

（上尾市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定め

る条例の一部改正） 

第４条 上尾市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を

定める条例（平成３０年上尾市条例第２３号）の一部を次のように改正す

る。 

  目次中「第５章 基準該当居宅介護支援に関する基準（第３３条）」を

「第５章 基準該当居宅介護支援に関する基準（第３３条） 

第６章 雑則（第３４条）              」 

第４条に次の２項を加える。 

５ 指定居宅介護支援事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のた

め、必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施

する等の措置を講じなければならない。 

６ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援を提供するに当たって

は、介護保険等関連情報その他必要な情報を活用し、適切かつ有効に行

うよう努めなければならない。 

第７条第２項中「できること」の次に「、前６月間に当該指定居宅介護

支援事業所において作成された居宅サービス計画の総数のうちに訪問介護、

通所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通所介護（以下この項において

「訪問介護等」という。）がそれぞれ位置付けられた居宅サービス計画の

数が占める割合、前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成さ

れた居宅サービス計画に位置付けられた訪問介護等ごとの回数のうちに同

一の指定居宅サービス事業者又は指定地域密着型サービス事業者によって

提供されたものが占める割合」を加える。 

に改める。 
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第１６条第９号中「同じ。）」の次に「の会議（利用者若しくはその家

族（以下この号において「利用者等」という。）が参加しない場合又は利

用者等が参加する場合であってテレビ電話装置その他の情報通信機器（以

下「テレビ電話装置等」という。）の活用について当該利用者等の同意を

得られたときにおけるテレビ電話装置等を活用して行う会議を含む。以下

この条において同じ。）」を加え、同条第１６号中「サービス担当者会議」

の次に「の会議」を加え、同条中第３０号を第３１号とし、第２６号から

第２９号までを１号ずつ繰り下げ、同条第２５号中「サービス担当者会議」

の次に「の会議」を加え、同号を同条第２６号とし、同条中第２４号を第

２５号とし、第２０号から第２３号までを１号ずつ繰り下げ、第１９号の

次に次の１号を加える。 

 (2 0 ) 介護支援専門員は、その勤務する指定居宅介護支援事業所において

作成された居宅サービス計画に位置付けられた指定居宅サービス等に

係る居宅介護サービス費、特例居宅介護サービス費、地域密着型介護

サービス費及び特例地域密着型介護サービス費（以下この号において

「サービス費」という。）の総額が居宅介護サービス費等区分支給限

度基準額に占める割合及び訪問介護に係る居宅介護サービス費がサー

ビス費の総額に占める割合等が厚生労働大臣が定める基準に該当する

場合であって、かつ、市からの求めがあった場合には、当該指定居宅

介護支援事業所の居宅サービス計画の利用の妥当性を検討し、当該居

宅サービス計画に訪問介護が必要な理由等を記載するとともに、当該

居宅サービス計画を市に届け出なければならない。 

第２１条中第６号を第７号とし、第５号の次に次の１号を加える。 

(6) 虐待の防止のための措置に関する事項 

第２２条に次の１項を加える。 

４ 指定居宅介護支援事業者は、適切な指定居宅介護支援の提供を確保す

る観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景

とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより介護

支援専門員の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等

の必要な措置を講じなければならない。 

第２２条の次に次の１条を加える。 
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（業務継続計画の策定等） 

第２２条の２ 指定居宅介護支援事業者は、感染症や非常災害の発生時に

おいて、利用者に対する指定居宅介護支援の提供を継続的に実施するた

め、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下この条

において「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従

い必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、介護支援専門員に対し、業務継続計画に

ついて周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施しなけれ

ばならない。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、

必要に応じて業務継続計画の変更を行うものとする。 

第２４条の次に次の１条を加える。 

（感染症の予防及びまん延の防止のための措置） 

第２４条の２ 指定居宅介護支援事業者は、当該指定居宅介護支援事業所

において感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を

講じなければならない。 

(1) 当該指定居宅介護支援事業所における感染症の予防及びまん延の防

止のための対策を検討する委員会の会議をおおむね６月に１回以上開

催するとともに、その結果について、介護支援専門員に周知徹底を図

ること。この場合において、当該委員会の会議は、テレビ電話装置等

を活用して行うことができるものとする。 

(2) 当該指定居宅介護支援事業所における感染症の予防及びまん延の防

止のための指針を整備すること。 

(3) 当該指定居宅介護支援事業所において、介護支援専門員に対し、感

染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施す

ること。 

第２５条に次の１項を加える。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、前項に規定する事項を記載した書面を当

該指定居宅介護支援事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に

自由に閲覧させることにより、同項の規定による掲示に代えることがで

きる。 
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第３０条の次に次の１条を加える。 

（虐待の防止） 

第３０条の２ 指定居宅介護支援事業者は、虐待の発生又はその再発を防

止するため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

(1) 当該指定居宅介護支援事業所における虐待の防止のための対策を検

討する委員会の会議を定期的に開催するとともに、その結果について、

介護支援専門員に周知徹底を図ること。この場合において、当該委員

会の会議は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとす

る。 

(2) 当該指定居宅介護支援事業所における虐待の防止のための指針を整

備すること。 

(3) 当該指定居宅介護支援事業所において、介護支援専門員に対し、虐

待の防止のための研修を定期的に実施すること。 

(4) 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

本則に次の１章を加える。 

第６章 雑則 

（電磁的記録等） 

第３４条 指定居宅介護支援事業者及び指定居宅介護支援の提供に当たる

者は、作成、保存その他これらに類するもののうち、この条例の規定に

おいて書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他

文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された

紙その他の有体物をいう。以下同じ。）で行うことが規定されている又

は想定されるもの（第１０条（第３３条において準用する場合を含む。）

及び第１６条第２７号（第３３条において準用する場合を含む。）並び

に次項に規定するものを除く。）については、書面に代えて、当該書面

に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては

認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機によ

る情報処理の用に供されるものをいう。）により行うことができる。 

２ 指定居宅介護支援事業者及び指定居宅介護支援の提供に当たる者は、

交付、説明、同意、承諾その他これらに類するもの（以下「交付等」と

いう。）のうち、この条例の規定において書面で行うことが規定されて
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いる又は想定されるものについては、当該交付等の相手方の承諾を得て、

書面に代えて、電磁的方法（電子的方法、磁気的方法その他人の知覚に

よって認識することができない方法をいう。）によることができる。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げ

る規定は、当該各号に定める日から施行する。 

(1) 第４条中上尾市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基

準等を定める条例第１６条の改正規定（同条中第３０号を第３１号と

し、第２６号から第２９号までを１号ずつ繰り下げる部分及び同条第２

５号を同条第２６号とし、同条中第２４号を第２５号とし、第２０号か

ら第２３号までを１号ずつ繰り下げ、第１９号の次に１号を加える部分

に限る。） 令和３年１０月１日 

(2) 第１条中上尾市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営

に関する基準を定める条例第３１条、第５５条、第５９条の１２、第５

９条の３６、第７３条、第１００条、第１２２条、第１４５条、第１６

８条及び第１８６条の改正規定、第２条中上尾市指定地域密着型介護予

防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防

サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定

める条例第２７条、第５７条及び第８０条の改正規定、第３条中上尾市

指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に

係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例

第２０条の改正規定並びに第４条中上尾市指定居宅介護支援等の事業の

人員及び運営に関する基準等を定める条例第２１条の改正規定 令和６

年４月１日 

 （虐待の防止に係る経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、第１条の規定に

よる改正後の上尾市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営

に関する基準を定める条例（以下「新地域密着型サービス基準条例」とい

う。）第３条第３項及び第４０条の２（新地域密着型サービス基準条例第

５９条、第５９条の２０、第５９条の２２、第５９条の４０、第８０条、
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第１０８条、第１２８条、第１４９条、第１７７条、第１８９条及び第２

０２条において準用する場合を含む。）、第２条の規定による改正後の上

尾市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに

指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の

方法に関する基準を定める条例（以下「新地域密着型介護予防サービス基

準条例」という。）第３条第３項及び第３７条の２（新地域密着型介護予

防サービス基準条例第６５条及び第８６条において準用する場合を含

む。）、第３条の規定による改正後の上尾市指定介護予防支援等の事業の

人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な

支援の方法に関する基準等を定める条例（以下「新指定介護予防支援等基

準条例」という。）第４条第５項及び第２９条の２（新指定介護予防支援

等基準条例第３５条において準用する場合を含む。）並びに第４条の規定

による改正後の上尾市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する

基準等を定める条例（以下「新指定居宅介護支援等基準条例」という。）

第４条第５項及び第３０条の２（新指定居宅介護支援等基準条例第３３条

において準用する場合を含む。）の規定の適用については、これらの規定

中「講じなければ」とあるのは「講ずるよう努めなければ」とし、新地域

密着型サービス基準条例第３１条、第５５条、第５９条の１２（新地域密

着型サービス基準条例第５９条の２２において準用する場合を含む。）、

第５９条の３６、第７３条、第１００条（新地域密着型サービス基準条例

第２０２条において準用する場合を含む。）、第１２２条、第１４５条、

第１６８条及び第１８６条、新地域密着型介護予防サービス基準条例第２

７条、第５７条及び第８０条、新指定介護予防支援等基準条例第２０条

（新指定介護予防支援等基準条例第３５条において準用する場合を含む。）

並びに新指定居宅介護支援等基準条例第２１条（新指定居宅介護支援等基

準条例第３３条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、

これらの規定中「、次に」とあるのは「、虐待の防止のための措置に関す

る事項に関する規程を定めておくよう努めるとともに、次に」とする。 

 （業務継続計画の策定等に係る経過措置） 

３ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新地域密着型サ

ービス基準条例第３２条の２（新地域密着型サービス基準条例第５９条、
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第５９条の２０、第５９条の２２、第５９条の４０、第８０条、第１０８

条、第１２８条、第１４９条、第１７７条、第１８９条及び第２０２条に

おいて準用する場合を含む。以下この項において同じ。）、新地域密着型

介護予防サービス基準条例第２８条の２（新地域密着型介護予防サービス

基準条例第６５条及び第８６条において準用する場合を含む。以下この項

において同じ。）、新指定介護予防支援等基準条例第２１条の２（新指定

介護予防支援等基準条例第３５条において準用する場合を含む。以下この

項において同じ。）並びに新指定居宅介護支援等基準条例第２２条の２

（新指定居宅介護支援等基準条例第３３条において準用する場合を含む。

以下この項において同じ。）の規定の適用については、次の表の左欄に掲

げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句

とする。 

新地域密着型サービス基準条例第３２

条の２第１項 

講じなければ 講ずるよう努

めなければ 

新地域密着型サービス基準条例第３２

条の２第２項 

実施しなけれ

ば 

実施するよう

努めなければ 

新地域密着型サービス基準条例第３２

条の２第３項 

行うものとす

る 

行うよう努め

るものとする 

新地域密着型介護予防サービス基準条

例第２８条の２第１項 

講じなければ 講ずるよう努

めなければ 

新地域密着型介護予防サービス基準条

例第２８条の２第２項 

実施しなけれ

ば 

実施するよう

努めなければ 

新地域密着型介護予防サービス基準条

例第２８条の２第３項 

行うものとす

る 

行うよう努め

るものとする 

新指定介護予防支援等基準条例第２１

条の２第１項 

講じなければ 講ずるよう努

めなければ 

新指定介護予防支援等基準条例第２１

条の２第２項 

実施しなけれ

ば 

実施するよう

努めなければ 

新指定介護予防支援等基準条例第２１

条の２第３項 

行うものとす

る 

行うよう努め

るものとする 

新指定居宅介護支援等基準条例第２２  講じなければ 講ずるよう努 
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条の２第１項  めなければ 

新指定居宅介護支援等基準条例第２２

条の２第２項 

実施しなけれ

ば 

実施するよう

努めなければ 

新指定居宅介護支援等基準条例第２２

条の２第３項 

行うものとす

る 

行うよう努め

るものとする 

 （居宅サービス事業者等における感染症の予防及びまん延の防止のための

措置に係る経過措置） 

４ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新地域密着型サ

ービス基準条例第３３条第３項（新地域密着型サービス基準条例第５９条

において準用する場合を含む。）及び第５９条の１６第２項（新地域密着

型サービス基準条例第５９条の２２、第５９条の４０、第８０条、第１０

８条、第１２８条、第１４９条及び第２０２条において準用する場合を含

む。）、新地域密着型介護予防サービス基準条例第３１条第２項（新地域

密着型介護予防サービス基準条例第６５条及び第８６条において準用する

場合を含む。）、新指定介護予防支援等基準条例第２３条の２（新指定介

護予防支援等基準条例第３５条において準用する場合を含む。）並びに新

指定居宅介護支援等基準条例第２４条の２（新指定居宅介護支援等基準条

例第３３条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、こ

れらの規定中「講じなければ」とあるのは、「講ずるよう努めなければ」

とする。 

 （認知症介護に係る基礎的な研修の受講に関する経過措置） 

５ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新地域密着型サ

ービス基準条例第５９条の１３第３項（新地域密着型サービス基準条例第

５９条の２２、第５９条の４０、第８０条、第１０８条及び第２０２条に

おいて準用する場合を含む。）、第１２３条第３項、第１４６条第４項、

第１６９条第３項及び第１８７条第４項並びに新地域密着型介護予防サー

ビス基準条例第２８条第３項（新地域密着型介護予防サービス基準条例第

６５条において準用する場合を含む。）及び第８１条第３項の規定の適用

については、これらの規定中「講じなければ」とあるのは、「講ずるよう

努めなければ」とする。 

 （ユニットの定員に係る経過措置） 
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６ この条例の施行の日以後、当分の間、新地域密着型サービス基準条例第

１８０条第１項第１号ア (ｲ )の規定に基づき入居定員が１０人を超えるユニ

ットを整備するユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設（新地域密着

型サービス基準条例第１７８条に規定するユニット型指定地域密着型介護

老人福祉施設をいう。以下この項において同じ。）は、新地域密着型サー

ビス基準条例第１５１条第１項第３号ア及び第１８７条第２項の基準を満

たすほか、ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設における夜間及び

深夜を含めた介護職員並びに看護師及び准看護師の配置の実態を勘案して

職員を配置するよう努めるものとする。 

７ この条例の施行の際現に存する建物（基本的な設備が完成しているもの

を含み、この条例の施行後に増築され、又は全面的に改築された部分を除

く。）の居室、療養室又は病室（以下この項において「居室等」という。）

であって、第１条の規定による改正前の上尾市指定地域密着型サービスの

事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例第１８０条第１項第

１号ア (ｳ )ｂの規定の要件を満たしている居室等については、なお従前の例

による。 

 （栄養管理に係る経過措置） 

８ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新地域密着型サ

ービス基準条例第１６３条の２（新地域密着型サービス基準条例第１８９

条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、同条中「行

わなければ」とあるのは、「行うよう努めなければ」とする。 

 （口腔
くう

衛生の管理に係る経過措置） 

９ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新地域密着型サ

ービス基準条例第１６３条の３（新地域密着型サービス基準条例第１８９

条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、同条中「行

わなければ」とあるのは、「行うよう努めなければ」とする。 

 （事故発生の防止及び発生時の対応に係る経過措置） 

１０ この条例の施行の日から起算して６月を経過する日までの間、新地域

密着型サービス基準条例第１７５条第１項（新地域密着型サービス基準条

例第１８９条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、

同項中「次に定める措置を講じなければ」とあるのは、「第１号から第３

-84-



 

 

号までに定める措置を講じるとともに、第４号に定める措置を講ずるよう

努めなければ」とする。 

 （指定地域密着型介護老人福祉施設における感染症の予防及びまん延の防

止のための訓練に係る経過措置） 

１１ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新地域密着型

サービス基準条例第１７１条第２項第３号（新地域密着型サービス基準条

例第１８９条において準用する場合を含む。）の規定にかかわらず、指定

地域密着型介護老人福祉施設（新地域密着型サービス基準条例第１５０条

第１項に規定する指定地域密着型介護老人福祉施設をいう。）は、介護職

員その他の従業者に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のた

めの研修を定期的に実施するとともに、感染症の予防及びまん延の防止の

ための訓練を定期的に実施するよう努めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

厚生労働省令の改正に伴い、本市の介護サービスに係る基準を当該厚生

労働省令で定める基準と同様のものに改めたいので、この案を提出する。 
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議案第３８号  

上尾市墓地等の経営の許可等に関する条例の一部を改正する条例の制

定について  

上尾市墓地等の経営の許可等に関する条例の一部を改正する条例を次のよ

うに定める。  

令和３年２月１９日提出  

上尾市長  畠 山  稔     

上尾市墓地等の経営の許可等に関する条例の一部を改正する条例  

上尾市墓地等の経営の許可等に関する条例（平成１６年上尾市条例第２０

号）の一部を次のように改正する。  

 第８条に次の１項を加える。  

３ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる規定は、墓地の区域の一部

又は全部を土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）その他の法令の規定

に基づいて収用された場合その他墓地の区域を変更することにつき市長が

やむを得ない事情があると認める場合において、変更後の墓地の区域を墓

地として使用することについて、変更許可を受けようとする者が当該各号

に掲げる規定の区分に応じ当該各号に定める者全員の同意を得たときは、

適用しない。  

 (1) 別表２の項第１号 変更後の墓地の区域から２０メートル未満の区域

内にある河川その他の水路又は湖沼の管理者  

 (2) 別表２の項第２号 変更後の墓地の区域から５０メートル未満の区域

内にある土地又は建物の所有者  

 別表２の項第１号中「河川」の次に「その他の水路」を加える。  

附 則  

 （施行期日）  

１ この条例は、公布の日から施行する。  

 （上尾市墓地等の経営の許可等に関する条例の一部を改正する条例の一部

改正）  

２ 上尾市墓地等の経営の許可等に関する条例の一部を改正する条例（平成

２２年上尾市条例第１４号）の一部を次のように改正する。  

  附則第２項中「（以下「新条例」という。）」を削る。  
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  附則第３項中「施行日」を「上尾市墓地等の経営の許可等に関する条例

の一部を改正する条例（令和３年上尾市条例第  号）の施行の日」に、

「新条例第８条第２項」を「上尾市墓地等の経営の許可等に関する条例

（以下「条例」という。）第８条第２項」に、「新条例別表」を「条例別

表」に改め、附則に次の１項を加える。  

４ 前項の規定を適用する場合における条例第８条第３項の規定の適用に

ついては、同項中「前項」とあるのは、「上尾市墓地等の経営の許可等

に関する条例の一部を改正する条例（平成２２年上尾市条例第１４号）

附則第３項」とする。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

墓地の区域の変更を伴う墓地等の経営の変更許可に係る審査の基準を緩

和したいので、この案を提出する。
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議案第３９号 

上尾市都市公園条例の一部を改正する条例の制定について 

上尾市都市公園条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和３年２月１９日提出 

上尾市長  畠 山  稔 

上尾市都市公園条例の一部を改正する条例 

上尾市都市公園条例（昭和４８年上尾市条例第２８号）の一部を次のよう

に改正する。 

第２条の５中「第２条第１３号」を「第２条第１５号」に改める。 

附 則 

 この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律の一部改正に伴

い、所要の改正を行いたいので、この案を提出する。
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議案第４０号 

上尾市が管理する市道の構造等の基準を定める条例の一部を改正する

条例の制定について 

上尾市が管理する市道の構造等の基準を定める条例の一部を改正する条例

を次のように定める。 

  令和３年２月１９日提出 

上尾市長  畠 山  稔     

上尾市が管理する市道の構造等の基準を定める条例の一部を改正する

条例 

上尾市が管理する市道の構造等の基準を定める条例（平成２５年上尾市条

例第１５号）の一部を次のように改正する。  

別表第１第３０項中「横断歩道橋等」の次に「、自動運行補助施設」を加

え、同表第４１項を同表第４２項とし、同表第４０項の次に次の１項を加え

る。  

４１ 歩行者利便増進道路  

(1) 歩行者利便増進道路に設けられる歩道若しくは自転車歩行者道又は歩

行者利便増進道路である自転車歩行者専用道路若しくは歩行者専用道路

には、歩行者の滞留の用に供する部分を設けるものとすること。  

(2) 前号に規定する部分には、歩行者利便増進施設等の適正かつ計画的な

設置を誘導する必要があるときは、歩行者利便増進施設等を設置する場

所を確保するものとする。この場合において、必要があると認めるとき

は、当該場所に街灯、ベンチその他の歩行者の利便の増進に資する工作

物、物件又は施設を設けるものとすること。  

(3) 歩行者利便増進道路（新設特定道路を除く。）は、別表第３に定める

基準に適合する構造とするものとすること。  

附 則  

 この条例は、公布の日から施行する。  
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提案理由 

道路構造令の一部改正に伴い、本市が管理する市道の構造の技術的基準

に関し、交通安全施設として自動運行補助施設を加えるとともに、歩行者

利便増進道路の設置基準を新たに定めたいので、この案を提出する。 
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議案第４１号  

上尾市地区計画区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改

正する条例の制定について  

上尾市地区計画区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正す

る条例を次のように定める。  

令和３年２月１９日提出  

上尾市長  畠 山  稔  

上尾市地区計画区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改

正する条例  

上尾市地区計画区域内における建築物の制限に関する条例（平成２年上尾

市条例第２０号）の一部を次のように改正する。  

第４条第２項中「同項の規定による建築物」を「前項の規定による建築

物」に改める。  

別表第１に次のように加える。  

上尾富士見団地地区地区

整備計画区域  

都市計画法第２０条第１項の規定により告

示された上尾富士見団地地区地区計画の区

域のうち地区整備計画が定められた区域  

地頭方地区地区整備計画

区域  

都市計画法第２０条第１項の規定により告

示された地頭方地区地区計画の区域のうち

地区整備計画が定められた区域  

別表第２に次のように加える。  
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２
７

 
上
尾
富
士
見
団
地
地
区
地
区
整
備
計
画
区
域

 

計
画
地
区

 
１

 
２

 
３

 
４

 
５

 
６

 

建
築
物
の
用
途
の
制
限

 
建

築
物

の
容

積

率
の

最

高
限

度
 

建
築
物

の
建
蔽

率
の
最

高
限

度
 

建
築
物
の

敷
地
面
積

の
最
低
限

度
 

壁
面
の
位
置
の
制
限

 
建
築
物
の
最

高
の
高
さ
及

び
各
部
分
の

高
さ

 

Ａ
地

区

（
上
尾
富

士
見
団
地

地
区
地
区

計
画
の
計

画
図
に
表

示
す
る
Ａ

地
区
を
い

う
。
）

 

 
 

 
１
０
０
㎡

 
建
築
物
の
外
壁
等
の
面
か
ら

南
東
側
道
路
境
界
線
ま
で
の
距

離
は
、
２
ｍ
以
上
で
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
次
に
掲

げ
る
も
の
は
、
こ
の
限
り
で
な

い
。

 

(1
) 

住
宅
に
附
属
す
る
物
置
そ

の
他
こ
れ
に
類
す
る
建
築
物

で
、
軒
の
高
さ
が
２
．
３
ｍ

以
下
で
、
か
つ
、
床
面
積
の

合
計
が
５
㎡
以
内
の
も
の

 

(2
) 

住
宅
に
附
属
す
る
車
庫
又

は
駐
輪
場
の
用
途
に
供
す
る

建
築
物
で
、
軒
の
高
さ
が

２
．
３
ｍ
以
下
で
、
か
つ
、

床
面
積
の
合
計
が
３
０
㎡
以

内
の
も
の

 

(3
) 

出
窓
で
、
床
面
か
ら
の
高

さ
が
３
０
ｃ
ｍ
以
上
で
、
か

つ
、
奥
行
４
５
ｃ
ｍ
以
下
の

も
の
で
、
南
東
側
道
路
境
界

 

建
築
物
の

最
高
の
高
さ

は
、
８
ｍ
以

下
と
す
る
。

 

建
築
物
の

各
部
分
の
高

さ
は
、
南
東

側
道
路
境
界

線
か
ら
の
水

平
距

離
が

４
．
５
ｍ
の

範
囲
に
お
い

て
は
、
４
．

５
ｍ
以
下
と

す
る
。
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線
ま
で
の
距
離
が
２
ｍ
に
満

 
 

た
な
い
部
分
の
長
さ
の
合
計

 

が
４
ｍ
以
下
の
も
の

 

Ｂ
地

区

（
上
尾
富

士
見
団
地

地
区
地
区

計
画
の
計

画
図
に
表

示
す
る
Ｂ

地
区
を
い

う
。
）

 

 
 

 
同
上

 
建
築
物
の
外
壁
等
の
面
か
ら

南
東
側
道
路
境
界
線
ま
で
の
距

離
は
、
３
ｍ
以
上
で
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
次
に
掲

げ
る
も
の
は
、
こ
の
限
り
で
な

い
。

 

(1
) 

住
宅
に
附
属
す
る
物
置
そ

の
他
こ
れ
に
類
す
る
建
築
物

で
、
軒
の
高
さ
が
２
．
３
ｍ

以
下
で
、
か
つ
、
床
面
積
の

合
計
が
５
㎡
以
内
の
も
の

 

(2
) 

住
宅
に
附
属
す
る
車
庫
又

は
駐
輪
場
の
用
途
に
供
す
る

建
築
物
で
、
軒
の
高
さ
が

２
．
３
ｍ
以
下
で
、
か
つ
、

床
面
積
の
合
計
が
３
０
㎡
以

内
の
も
の

 

(3
) 

出
窓
で
、
床
面
か
ら
の
高

さ
が
３
０
ｃ
ｍ
以
上
で
、
か

つ
、
奥
行
４
５
ｃ
ｍ
以
下
の

も
の
で
、
南
東
側
道
路
境
界

線
ま
で
の
距
離
が
３
ｍ
に
満

た
な
い
部
分
の
長
さ
の
合
計

が
４
ｍ
以
下
の
も
の

 

建
築
物
の

最
高
の
高
さ

は
、
８
ｍ
以

下
と
す
る
。

 

建
築
物
の

各
部
分
の
高

さ
は
、
南
東

側
道
路
境
界

線
か
ら
の
水

平
距

離
が

５
．
５
ｍ
の

範
囲
に
お
い

て
は
、
４
．

５
ｍ
以
下
と

す
る
。
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２
８

 
地
頭
方
地
区
地
区
整
備
計
画
区
域

 

計
画
地
区

 
１

 
２

 
３

 
４

 
５

 
６

 

建
築
物
の
用
途
の
制
限

 
建

築
物

の
容

積

率
の

最

高
限

度
 

建
築

物

の
建

蔽

率
の

最

高
限

度
 

建
築

物
の

敷
地

面
積

の
最

低
限

度
 

壁
面
の
位
置
の
制
限

 
建
築
物
の
最

高
の
高
さ
及

び
各
部
分
の

高
さ

 

Ａ
地

区

（
地
頭
方

地
区
地
区

計
画
の
計

画
図
に
表

示
す
る
Ａ

地
区
を
い

う
。
）

 

(1
) 

サ
ー
ビ
ス
業
を
営
む

店
舗
（
葬
祭
場
及
び
ペ

ッ
ト
火
葬
場
そ
の
他
こ

れ
ら
に
類
す
る
も
の
に

限
る
。
）

 

(2
) 
倉
庫
（
遺
体
を
保
管

す
る
施
設
そ
の
他
こ
れ

に
類
す
る
も
の
に
限

る
。
）

 

(3
) 
工
場
（
エ
ン
バ
ー
ミ

ン
グ
施
設
（
薬
剤
を
使

用
し
た
遺
体
の
保
存
、

修
復
等
の
作
業
を
行
う

こ
と
を
目
的
と
し
た
施

設
を
い
う
。
）
そ
の
他

こ
れ
に
類
す
る
も
の
に

限
る
。
）

 

 
 

１
２
０
㎡

 
建
築
物
の
外
壁
等
の
面
か
ら

敷
地
境
界
線
ま
で
の
距
離
は
、

５
０
ｃ
ｍ
以
上
で
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。
た
だ
し
、
次
に
掲
げ

る
も
の
は
、
こ
の
限
り
で
な

い
。

 

(1
) 

住
宅
に
附
属
す
る
物
置
そ

の
他
こ
れ
に
類
す
る
建
築
物

で
、
軒
の
高
さ
が
２
．
３
ｍ

以
下
で
、
か
つ
、
床
面
積
の

合
計
が
５
㎡
以
内
の
も
の

 

(2
) 

住
宅
に
附
属
す
る
車
庫
又

は
駐
輪
場
の
用
途
に
供
す
る

建
築

物
で

、
軒

の
高

さ
が

２
．
３
ｍ
以
下
で
、
か
つ
、

床
面
積
の
合
計
が
３
０
㎡
以

内
の
も
の

 

(3
) 

出
窓
で
、
床
面
か
ら
の
高

さ
が
３
０
ｃ
ｍ
以
上
で
、
か

つ
、
奥
行
４
５
ｃ
ｍ
以
下
の

も
の
で
、
敷
地
境
界
線
ま
で

 

 

-94-



 

 
 

 
 

 
の
距
離
が
５
０
ｃ
ｍ
に
満
た

な
い
部
分
の
長
さ
の
合
計
が

４
ｍ
以
下
の
も
の

 

(4
) 

敷
地
面
積
１
０
０
㎡
未
満

の
敷
地
に
あ
っ
て
は
、
隣
地

境
界
線
ま
で
の
距
離

 

 

Ｂ
地

区

（
地
頭
方

地
区
地
区

計
画
の
計

画
図
に
表

示
す
る
Ｂ

地
区
を
い

う
。
）

 

            

(1
) 
店
舗
、
飲
食
店
そ
の

他
こ
れ
ら
に
類
す
る
用

途
に
供
す
る
も
の
で
、

そ
の
用
途
に
供
す
る
部

分
の
床
面
積
の
合
計
が

１
，
０
０
０
㎡
を
超
え

る
も
の

 

(2
) 
事
務
所
で
、
そ
の
用

途
に
供
す
る
部
分
の
床

面
積
の
合
計
が
１
，
０

０
０
㎡
を
超
え
る
も
の

 

(3
) 
ボ
ー
リ
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、
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ケ
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、
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す
る
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法
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表
第
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（
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）

 

項
第
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号
に
掲
げ
る
建

 

                    

                    

１
０
０
㎡

 

                   

同
上

 

                   

建
築
物
の

最
高
の
高
さ

は
、
１
２
ｍ

以
下

と
す

る
。
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す
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床
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業
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こ
れ
ら
に
類
す
る
も

の
に
限
る
。
）

 

(1
3

)
 
倉
庫
（
遺
体
を
保

管
す
る
施
設
そ
の
他
こ

れ
に
類
す
る
も
の
に
限

る
。
）

 

(1
4

)
 
工
場
（
エ
ン
バ
ー

ミ
ン
グ
施
設
（
薬
剤
を

使
用
し
た
遺
体
の
保

存
、
修
復
等
の
作
業
を

行
う
こ
と
を
目
的
と
し

た
施
設
を
い
う
。
）
そ

の
他
こ
れ
に
類
す
る
も

の
に
限
る
。
）
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附 則  

この条例は、上尾富士見団地地区地区計画及び地頭方地区地区計画を定め

るため上尾都市計画地区計画を変更する都市計画法（昭和４３年法律第１０

０号）第２１条第２項において準用する同法第２０条第１項の規定による告

示があった日又はこの条例の公布の日のいずれか遅い日から施行する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

上尾都市計画地区計画を変更することに伴い、建築物の用途等について

制限することのできる地区計画の区域を追加したいので、この案を提出す

る。
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議案第４２号 

第６次上尾市総合計画基本構想を定めることについて 

第６次上尾市総合計画基本構想を別冊のとおり定めることについて、議決

を求める。 

令和３年２月１９日提出 

上尾市長  畠 山  稔 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 第６次上尾市総合計画基本構想を定めたいので、上尾市議会の議決すべ

き事件に関する条例第２条の規定により、この案を提出する。
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議案第４３号 

   市道路線の認定について 

 別紙路線認定調書のとおり路線を認定することについて、議決を求める。 

  令和３年２月１９日提出 

                  上尾市長  畠 山  稔     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

  上尾都市計画事業大谷北部第四土地区画整理事業の完了に伴い、路線の

再編成を行うため、新設路線を市道路線として認定したいので、道路法第

８条第２項の規定により、この案を提出する。 
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別紙 

路線認定調書 

路 線 名 起    点 終     点 

重 要 

な 経 

過 地 

１０１５号線 
上尾市壱丁目北２４番

地先 

上尾市谷津二丁目６５

５番地先 

 

１０６９号線 
上尾市大字小敷谷字原

通８１８番地先 

上尾市大字小敷谷字原

通８１５番地先 

 

１０７０号線 
上尾市壱丁目北７番地

先 

上尾市壱丁目北２番地

先 

 

１０７１号線 
上尾市大字小敷谷字木

戸１７番地先 

上尾市向山五丁目１７

番地先 

 

２１７７８号線 
上尾市壱丁目西１１番

地先 

上尾市壱丁目西１２番

地先 

 

２１７７９号線 
上尾市壱丁目西１１番

地先 

上尾市壱丁目西１０番

地先 

 

２１７８０号線 
上尾市壱丁目西１０番

地先 

上尾市大字小敷谷字原

通８１１番地先 

 

２１７８１号線 
上尾市大字小敷谷字原

通８０４番地先 

上尾市大字小敷谷字原

通８１０番地先 

 

２１７８２号線 
上尾市大字小敷谷字原

通８０８番地先 

上尾市大字小敷谷字原

通８０６番地先 

 

２１７８３号線 
上尾市壱丁目西９番地

先 

上尾市壱丁目西１３番

地先 

 

２１７８４号線 
上尾市壱丁目西８番地

先 

上尾市壱丁目西９番地

先 

 

２１７８５号線 
上尾市壱丁目西８番地

先 

上尾市壱丁目西１３番

地先 

 

２１７８６号線 
上尾市壱丁目西６番地

先 

上尾市壱丁目西１３番

地先 

 

２１７８７号線 
上尾市壱丁目西７番地

先 

上尾市壱丁目西６番地

先 

 

２１７８８号線 
上尾市壱丁目西１４番

地先 

上尾市壱丁目西１３番

地先 
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２１７８９号線 
上尾市壱丁目西７番地

先 

上尾市壱丁目西２番地

先 

 

２１７９０号線 
上尾市壱丁目西３番地

先 

上尾市壱丁目西５番地

先 

 

２１７９１号線 
上尾市壱丁目西１番地

先 

上尾市壱丁目西３番地

先 

 

２１７９２号線 
上尾市壱丁目西１番地

先 

上尾市壱丁目西２番地

先 

 

２１７９３号線 
上尾市大字小敷谷字原

通７９７番地先 

上尾市大字小敷谷字木

戸７６番地先 

 

２１７９４号線 
上尾市壱丁目西１８番

地先 

上尾市大字小敷谷字木

戸７５番地先 

 

２１７９５号線 
上尾市大字小敷谷字木

戸７５番地先 

上尾市大字小敷谷字木

戸４８番地先 

 

２１７９６号線 
上尾市壱丁目西１５番

地先 

上尾市壱丁目西１６番

地先 

 

２１７９７号線 
上尾市壱丁目西１７番

地先 

上尾市壱丁目西１８番

地先 

 

２１７９８号線 
上尾市壱丁目南１７０

番地先 

上尾市壱丁目南８番地

先 

 

２１７９９号線 
上尾市壱丁目南６番地

先 

上尾市壱丁目南５番地

先 

 

２１８００号線 
上尾市壱丁目南２２番

地先 

上尾市壱丁目南１０番

地先 

 

２１８０１号線 
上尾市壱丁目南２３番

地先 

上尾市壱丁目南２２番

地先 

 

２１８０２号線 
上尾市大字小敷谷字木

戸４６番地先 

上尾市大字小敷谷字木

戸１６番地先 

 

２１８０３号線 
上尾市大字小敷谷字木

戸１７番地先 

上尾市大字小敷谷字木

戸４６番地先 

 

２１８０４号線 
上尾市大字小敷谷字木

戸１５番地先 

上尾市大字小敷谷字木

戸１６番地先 

 

２１８０５号線 
上尾市壱丁目南２３番

地先 

上尾市大字小敷谷字木

戸１５番地先 

 

２１８０６号線 
上尾市大字小敷谷字木

戸１番地先 

上尾市壱丁目南２５番

地先 
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２１８０７号線 
上尾市壱丁目南２４番

地先 

上尾市壱丁目南１９番

地先 

 

２１８０８号線 
上尾市壱丁目南２２番

地先 

上尾市壱丁目南１９番

地先 

 

２１８０９号線 
上尾市壱丁目南２０番

地先 

上尾市壱丁目南２２番

地先 

 

２１８１０号線 
上尾市壱丁目南５番地

先 

上尾市壱丁目南３９番

地先 

 

２１８１１号線 
上尾市壱丁目南５番地

先 

上尾市壱丁目南２番地

先 

 

２１８１２号線 
上尾市壱丁目南９番地

先 

上尾市壱丁目南１０番

地先 

 

２１８１３号線 
上尾市壱丁目南１０番

地先 

上尾市壱丁目南１２番

地先 

 

２１８１４号線 
上尾市壱丁目南１１番

地先 

上尾市壱丁目南１２番

地先 

 

２１８１５号線 
上尾市壱丁目南１２番

地先 

上尾市壱丁目南１８番

地先 

 

２１８１６号線 
上尾市壱丁目南１７番

地先 

上尾市壱丁目南１８番

地先 

 

２１８１７号線 
上尾市壱丁目南２４番

地先 

上尾市壱丁目南２８番

地先 

 

２１８１８号線 
上尾市壱丁目南２７番

地先 

上尾市壱丁目南２７番

地先 

 

２１８１９号線 
上尾市壱丁目南２８番

地先 

上尾市壱丁目南３０番

地先 

 

２１８２０号線 
上尾市壱丁目南２９番

地先 

上尾市壱丁目南３０番

地先 

 

２１８２１号線 
上尾市壱丁目南３０番

地先 

上尾市壱丁目南３１番

地先 

 

２１８２２号線 
上尾市壱丁目南３２番

地先 

上尾市壱丁目南３１番

地先 

 

２１８２３号線 
上尾市壱丁目南１５番

地先 

上尾市壱丁目南２９番

地先 

 

２１８２４号線 
上尾市壱丁目南２番地

先 

上尾市壱丁目南３番地

先 
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２１８２５号線 
上尾市壱丁目南１３番

地先 

上尾市壱丁目南１５番

地先 

 

２１８２６号線 
上尾市壱丁目南１５番

地先 

上尾市壱丁目南１４番

地先 

 

２１８２７号線 
上尾市壱丁目南１番地

先 

上尾市壱丁目南３番地

先 

 

２１８２８号線 
上尾市壱丁目北２４番

地先 

上尾市壱丁目北１０番

地先 

 

２１８２９号線 
上尾市壱丁目北１４番

地先 

上尾市壱丁目北７番地

先 

 

２１８３０号線 
上尾市壱丁目北２３番

地先 

上尾市壱丁目北２４番

地先 

 

２１８３１号線 
上尾市壱丁目北２２番

地先 

上尾市壱丁目北２３番

地先 

 

２１８３２号線 
上尾市壱丁目北２１番

地先 

上尾市壱丁目北２２番

地先 

 

２１８３３号線 
上尾市壱丁目北７番地

先 

上尾市壱丁目北１７番

地先 

 

２１８３４号線 
上尾市壱丁目北２０番

地先 

上尾市壱丁目北２１番

地先 

 

２１８３５号線 
上尾市壱丁目北１９番

地先 

上尾市壱丁目北１８番

地先 

 

２１８３６号線 
上尾市壱丁目北１０番

地先 

上尾市壱丁目北１８番

地先 

 

２１８３７号線 
上尾市壱丁目北１０番

地先 

上尾市壱丁目北１０１

番地先 

 

２１８３８号線 
上尾市壱丁目北８番地

先 

上尾市壱丁目北９番地

先 

 

２１８３９号線 
上尾市壱丁目北５番地

先 

上尾市壱丁目北６番地

先 

 

２１８４０号線 
上尾市壱丁目北４番地

先 

上尾市壱丁目北５番地

先 

 

２１８４１号線 
上尾市壱丁目北３番地

先 

上尾市壱丁目北５番地

先 

 

２１８４２号線 
上尾市壱丁目北２番地

先 

上尾市今泉四丁目１１

８番地先 
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２１８４３号線 
上尾市壱丁目北９番地

先 

上尾市壱丁目北１０番

地先 

 

２１８４４号線 
上尾市向山五丁目１６

番地先 

上尾市今泉四丁目４番

地先 

 

２１８４５号線 
上尾市壱丁目北１番地

先 

上尾市壱丁目北１０５

番地先 

 

２１８４６号線 
上尾市今泉四丁目２番

地先 

上尾市向山五丁目１６

番地先 

 

２１８４７号線 
上尾市向山五丁目１７

番地先 

上尾市向山五丁目１６

番地先 

 

２１８４８号線 
上尾市向山五丁目１４

番地先 

上尾市向山五丁目１５

番地先 

 

２１８４９号線 
上尾市向山五丁目１５

番地先 

上尾市向山五丁目１２

番地先 

 

２１８５０号線 
上尾市向山五丁目１１

番地先 

上尾市向山五丁目１２

番地先 

 

２１８５１号線 
上尾市向山五丁目１３

番地先 

上尾市向山五丁目１１

番地先 

 

２１８５２号線 
上尾市向山五丁目１３

番地先 

上尾市壱丁目東１４番

地先 

 

２１８５３号線 
上尾市壱丁目東１４番

地先 

上尾市壱丁目東１６番

地先 

 

２１８５４号線 
上尾市壱丁目東１３番

地先 

上尾市壱丁目東１２番

地先 

 

２１８５５号線 
上尾市壱丁目東１１番

地先 

上尾市壱丁目東１２番

地先 

 

２１８５６号線 
上尾市壱丁目東１０番

地先 

上尾市壱丁目東１１番

地先 

 

２１８５７号線 
上尾市壱丁目東１５番

地先 

上尾市壱丁目東１４番

地先 

 

２１８５８号線 
上尾市壱丁目東１８番

地先 

上尾市壱丁目東１６番

地先 

 

２１８５９号線 
上尾市壱丁目東２０番

地先 

上尾市壱丁目東１７番

地先 

 

２１８６０号線 
上尾市壱丁目東３６番

地先 

上尾市壱丁目東３１番

地先 
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２１８６１号線 
上尾市壱丁目東２９番

地先 

上尾市壱丁目東３４番

地先 

 

２１８６２号線 
上尾市壱丁目東３２番

地先 

上尾市壱丁目東３１番

地先 

 

２１８６３号線 
上尾市壱丁目東３０番

地先 

上尾市壱丁目東２９番

地先 

 

２１８６４号線 
上尾市壱丁目東２９番

地先 

上尾市壱丁目東２８番

地先 

 

２１８６５号線 
上尾市壱丁目東３２番

地先 

上尾市壱丁目東３４番

地先 

 

２１８６６号線 
上尾市壱丁目東３３番

地先 

上尾市壱丁目東３４番

地先 

 

２１８６７号線 
上尾市壱丁目東２４番

地先 

上尾市壱丁目東２７番

地先 

 

２１８６８号線 
上尾市壱丁目東２７番

地先 

上尾市壱丁目東２６番

地先 

 

２１８６９号線 
上尾市壱丁目東２６番

地先 

上尾市壱丁目東９７番

地先 

 

２１８７０号線 
上尾市向山五丁目５番

地先 

上尾市壱丁目東３６番

地先 

 

２１８７１号線 
上尾市壱丁目東３７番

地先 

上尾市壱丁目東３６番

地先 

 

２１８７２号線 
上尾市壱丁目東８番地

先 

上尾市壱丁目東２２番

地先 

 

２１８７３号線 
上尾市壱丁目東５番地

先 

上尾市壱丁目東２２番

地先 

 

２１８７４号線 
上尾市壱丁目東４番地

先 

上尾市壱丁目東２３番

地先 

 

２１８７５号線 
上尾市壱丁目東２３番

地先 

上尾市壱丁目東２４番

地先 

 

２１８７６号線 
上尾市壱丁目東１番地

先 

上尾市壱丁目東９８番

地先 

 

２１８７７号線 
上尾市壱丁目東７番地

先 

上尾市壱丁目東２１番

地先 

 

２１８７８号線 
上尾市壱丁目東８番地

先 

上尾市壱丁目東２１番

地先 
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２１８７９号線 
上尾市壱丁目東８番地

先 

上尾市壱丁目東５番地

先 

 

２１８８０号線 
上尾市壱丁目東４番地

先 

上尾市壱丁目東８番地

先 

 

２１８８１号線 
上尾市向山五丁目７番

地先 

上尾市向山五丁目８番

地先 

 

２１８８２号線 
上尾市向山五丁目７番

地先 

上尾市向山五丁目６番

地先 

 

２１８８３号線 
上尾市向山五丁目５番

地先 

上尾市向山五丁目６番

地先 

 

２１８８４号線 
上尾市向山五丁目６番

地先 

上尾市向山五丁目４番

地先 

 

２１８８５号線 
上尾市向山五丁目１番

地先 

上尾市向山五丁目３番

地先 

 

２１８８６号線 
上尾市向山五丁目３番

地先 

上尾市向山五丁目２番

地先 

 

２１８８７号線 
上尾市壱丁目東３番地

先 

上尾市壱丁目東２３番

地先 

 

２１８８８号線 
上尾市壱丁目東１２番

地先 

上尾市壱丁目東２０番

地先 

 

２１８８９号線 
上尾市大字小敷谷字原

通８１５番地先 

上尾市壱丁目西１１番

地先 

 

２１８９０号線 
上尾市壱丁目南４番地

先 

上尾市壱丁目南１番地

先 

 

２１８９１号線 
上尾市壱丁目北２２番

地先 

上尾市壱丁目北２４番

地先 

 

２１８９２号線 
上尾市壱丁目東３５番

地先 

上尾市壱丁目東３３番

地先 

 

２１８９３号線 
上尾市壱丁目東３番地

先 

上尾市壱丁目東３番地

先 

 

２１８９４号線 
上尾市向山五丁目４番

地先 

上尾市向山五丁目４番

地先 

 

２１８９５号線 
上尾市壱丁目南５番地

先 

上尾市壱丁目南５番地

先 

 

２１８９６号線 
上尾市壱丁目南１０番

地先 

上尾市壱丁目南１０番

地先 
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２１８９７号線 
上尾市壱丁目南１２番

地先 

上尾市壱丁目南１２番

地先 

 

２１８９８号線 
上尾市壱丁目南３２番

地先 

上尾市壱丁目南３１番

地先 

 

２１８９９号線 
上尾市壱丁目東９番地

先 

上尾市壱丁目東２０番

地先 
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議案第４４号 

   市道路線の廃止について 

 別紙路線廃止調書のとおり路線を廃止することについて、議決を求める。 

  令和３年２月１９日提出 

                  上尾市長  畠 山  稔     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

  上尾都市計画事業大谷北部第四土地区画整理事業の完了に伴い、路線の

再編成を行うため、市道路線を廃止したいので、道路法第１０条第３項に

おいて準用する同法第８条第２項の規定により、この案を提出する。 
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別紙 

路線廃止調書 

路 線 名 起    点 終     点 

重 要 

な 経 

過 地 

１０１５号線 
上尾市大字小敷谷字原

通８２０番地先 

上尾市谷津二丁目６５

５番地先 
 

１０１６号線 
上尾市大字壱丁目字東

原１４１番地先 

上尾市大字壱丁目字宮

前４６６番地先 
 

１０５８号線 
上尾市大字壱丁目字宮

前４１３番地先 

上尾市大字壱丁目字愛

宕前２７９番地先 
 

２０５８１号線 
上尾市大字小敷谷字原

通８１７番地先 

上尾市大字壱丁目字愛

宕前３２７番地先 
 

２０５８２号線 
上尾市大字壱丁目字愛

宕前３４６番地先 

上尾市大字壱丁目字宮

前４０５番地先 
 

２０５８５号線 
上尾市大字壱丁目字宮

前４０３番地先 

上尾市大字壱丁目字宮

前４５７番地先 
 

２０５８６号線 
上尾市大字壱丁目字愛

宕前３４４番地先 

上尾市大字壱丁目字愛

宕前３３２番地先 
 

２０５８８号線 
上尾市大字壱丁目字愛

宕前３３０番地先 

上尾市大字壱丁目字中

２５１番地先 
 

２０５８９号線 
上尾市大字地頭方字三

ツ塚４０５番地先 

上尾市大字壱丁目字中

１９４番地先 
 

２０５９０号線 
上尾市大宇小敷谷字木

戸１４番地先 

上尾市大字壱丁目字愛

宕前２６２番地先 
 

２０５９１号線 
上尾市大字壱丁目字新

田前１２９番地先 

上尾市大字壱丁目字新

田前７０番地先 
 

２０５９２号線 
上尾市大字壱丁目字新

田前１３６番地先 

上尾市大字壱丁目字新

田前１３７番地先 
 

２０５９３号線 
上尾市大字壱丁目字新

田前１３８番地先 

上尾市大字壱丁目字新

田前１００番地先 
 

２０５９４号線 
上尾市大字川字台辻２

８７番地先 

上尾市大字壱丁目字東

原１８６番地先 
 

２０６０２号線 
上尾市大字壱丁目字宮

前４７０番地先 

上尾市大字今泉字稲荷

前２５８番地先 
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２０６０３号線 
上尾市大字壱丁目字宮

前４５５番地先 

上尾市大字今泉字稲荷

前２５５番地先 
 

２０６０４号線 
上尾市大字向山字新田

５３１番地先 

上尾市大字今泉字台下

６０７番地先 
 

２０６０５号線 
上尾市大字向山字新田

５３９番地先 

上尾市大字向山字新田

５３６番地先 
 

２０６０６号線 
上尾市大字向山字新田

５４３番地先 

上尾市大字向山字新田

５３１番地先 
 

２０６０７号線 
上尾市大字壱丁目字東

原１９３番地先 

上尾市大字向山字新田

５４２番地先 
 

２０６０９号線 
上尾市大字壱丁目字東

原１８１番地先 

上尾市大字壱丁目字東

原１７８番地先 
 

２０６１０号線 
上尾市大字向山字新田

５６１番地先 

上尾市大字向山字新田

５５６番地先 
 

２０６１１号線 
上尾市大字向山字新田

５６１番地先 

上尾市大字川字新田 

３２８番地先 
 

２０６１２号線 
上尾市大字壱丁目字東

原１５１番地先 

上尾市大字壱丁目字東

原１６２番地先 
 

２１１３３号線 
上尾市大字壱丁目字宮

前４３３番地先 

上尾市大字壱丁目字宮

前４３１番地先 
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議案第４５号  

   市道路線の認定について 

 別紙路線認定調書のとおり路線を認定することについて、議決を求める。 

  令和３年２月１９日提出 

                  上尾市長  畠 山  稔 

                  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

  寄附を受けた私道及び都市計画法の規定に基づき市に帰属した道路を市

道路線として認定したいので、道路法第８条第２項の規定により、この案

を提出する。  
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別紙  

路線認定調書 

 

 

 

 

 

路 線 名 起    点 終     点 

重 要 

な 経 

過 地 

１０７８０号線 
上尾市大字小敷谷字儘

上７３９番地先 

上尾市大字小敷谷字儘

上７３９番地先 
 

２１７７５号線 
上尾市柏座二丁目２３

７番地先 

上尾市柏座二丁目２３

８番地先 
 

２１７７６号線 
上尾市春日二丁目２２

番地先 

上尾市春日二丁目２２

番地先 
 

４０５４７号線 
上尾市大字大谷本郷字

北久保７１５番地先 

上尾市大字大谷本郷字

北久保７１５番地先 
 

４０５４８号線 
上尾市大字大谷本郷字

後耕地９５７番地先 

上尾市大字大谷本郷字

後耕地９５７番地先 
 

４０５４９号線 
上尾市大字大谷本郷字

南久保４２２番地先 

上尾市大字大谷本郷字

南久保４４０番地先 
 

５１１４０号線 
上尾市東町一丁目１４

９３番地先 

上尾市東町一丁目１４

９３番地先 
 

５１１４１号線 
上尾市大字原市字六番

耕地１０２３番地先 

上尾市大字原市字六番

耕地１０２３番地先 
 

５１１４２号線 
上尾市大字上尾下字陣

屋６５１番地先 

上尾市大字上尾下字陣

屋６５１番地先 
 

５１１４３号線 
上尾市東町二丁目１５

１１番地先 

上尾市東町二丁目１５

１１番地先 
 

５１１４４号線 
上尾市日の出三丁目４

９１番地先 

上尾市日の出三丁目４

９１番地先 
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議案第４６号  

   公平委員会委員の選任について  

 上尾市公平委員会委員に下記の者を選任することについて、同意を求める。  

  令和３年２月１９日提出  

                  上尾市長  畠 山  稔  

 記  

 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇  

  福 地 輝 久  

   〇〇〇〇〇〇〇〇〇  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

  公平委員会委員福地輝久氏の任期は、令和３年３月３１日で満了となる

が、同氏を再び選任することについて同意を得たいので、地方公務員法第

９条の２第２項の規定により、この案を提出する。
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議案第４７号  

   教育委員会委員の任命について  

 上尾市教育委員会委員に下記の者を任命することについて、同意を求める。  

  令和３年２月１９日提出  

                  上尾市長  畠 山  稔  

 記  

 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇  

  谷 島  大  

   〇〇〇〇〇〇〇〇〇  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

  教育委員会委員細野宏道氏の任期は、令和３年３月３１日で満了となる

が、後任として谷島大氏を任命することについて同意を得たいので、地方

教育行政の組織及び運営に関する法律第４条第２項の規定により、この案

を提出する。
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議案第４８号  

   政治倫理審査会委員の委嘱について  

 上尾市政治倫理審査会委員に下記の者を委嘱することについて、同意を求

める。  

  令和３年２月１９日提出  

                  上尾市長  畠 山  稔  

 記  

 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇  

  三 角 元 子  

   〇〇〇〇〇〇〇〇〇  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

上尾市長等政治倫理条例（令和２年上尾市条例第３６号）の施行に伴い、

政治倫理審査会委員として三角元子氏を委嘱することについて同意を得た

いので、同条例第１２条第１項の規定により、この案を提出する。
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議案第４９号  

   政治倫理審査会委員の委嘱について  

 上尾市政治倫理審査会委員に下記の者を委嘱することについて、同意を求

める。  

  令和３年２月１９日提出  

                  上尾市長  畠 山  稔  

 記  

 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇  

  関 根 貴 生  

   〇〇〇〇〇〇〇〇〇  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

上尾市長等政治倫理条例（令和２年上尾市条例第３６号）の施行に伴い、

政治倫理審査会委員として関根貴生氏を委嘱することについて同意を得た

いので、同条例第１２条第１項の規定により、この案を提出する
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議案第５０号  

   政治倫理審査会委員の委嘱について  

 上尾市政治倫理審査会委員に下記の者を委嘱することについて、同意を求

める。  

  令和３年２月１９日提出  

                  上尾市長  畠 山  稔  

 記  

 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇  

  船 川 喜 正  

   〇〇〇〇〇〇〇〇〇  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

上尾市長等政治倫理条例（令和２年上尾市条例第３６号）の施行に伴い、

政治倫理審査会委員として船川喜正氏を委嘱することについて同意を得た

いので、同条例第１２条第１項の規定により、この案を提出する。
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議案第５１号  

   政治倫理審査会委員の委嘱について  

 上尾市政治倫理審査会委員に下記の者を委嘱することについて、同意を求

める。  

  令和３年２月１９日提出  

                  上尾市長  畠 山  稔  

 記  

 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇  

  関 篤  

   〇〇〇〇〇〇〇〇〇  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

上尾市長等政治倫理条例（令和２年上尾市条例第３６号）の施行に伴い、

政治倫理審査会委員として関篤氏を委嘱することについて同意を得たいの

で、同条例第１２条第１項の規定により、この案を提出する。
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議案第５２号  

   政治倫理審査会委員の委嘱について  

 上尾市政治倫理審査会委員に下記の者を委嘱することについて、同意を求

める。  

  令和３年２月１９日提出  

                  上尾市長  畠 山  稔  

 記  

 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇  

  渡 辺 英 人  

   〇〇〇〇〇〇〇〇〇  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

上尾市長等政治倫理条例（令和２年上尾市条例第３６号）の施行に伴い、

政治倫理審査会委員として渡辺英人氏を委嘱することについて同意を得た

いので、同条例第１２条第１項の規定により、この案を提出する。
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